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要旨
【目的】フィリピンの医療施設における会陰損傷の支援に関する視察内容を報告することである。
【方法】視察期間は 2023 年 9 月 6 日～ 8 日であり、フィリピン共和国イロイロ市の産科を有する施設 6 施設に訪問し、看
護職に会陰損傷に関する認識や支援についての情報収集を行った。ヒアリング内容は、会陰損傷予防の認識や支援、会陰
損傷発生後の支援等であり、聞き取り内容は IC レコーダーに録音した。

【結果】会陰損傷予防の重要性について、特に分娩を取り扱う施設に勤務する看護職は産後の回復や感染症の可能性から
「重要である」と認識していた。また会陰損傷予防に関する支援方法について、新たな知識を得ることに関心を示さなかっ
た。フィリピンの視察施設における看護職が普段実践している会陰損傷予防の支援では、分娩時には会陰保護やいきみの
調整を実践していた。会陰損傷発生後には感染症の観点から患部を清潔に保つことの指導に加え、患部を乾かし温めるこ
とによる治癒促進として、赤外線ライトを照射していた。

【結論】会陰損傷予防支援について、視察施設における看護職は重要と認識する一方、優先度は低かった。また、会陰損
傷予防のための支援は分娩介助の経験にて培われており、書籍や論文等で新たな知識を習得することによって、効果的な
支援の強化に繋がることが示唆された。

Abstract
［Purpose］
This report describes the observation visit to medical facilities in the Philippines to provide support for perineal trauma.

［Methods］
Observation visits were conducted between September 6 and September 8, 2023, to six facilities with obstetrics 
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departments in Iloilo City, Philippines. Nursing professionals were asked about their perceptions and support regarding 
perineal trauma. The content of the hearing was about the recognition of and support for perineal trauma prevention 
and the support for perineal trauma, and the interviews were recorded on an IC recorder.

［Results］
Nursing professionals in facilities that handle deliveries considered perineal trauma prevention "important" because 
of postpartum recovery and the possibility of infection. Nursing professionals showed no interest in acquiring new 
knowledge about providing support for perineal trauma prevention. The support for perineal trauma prevention 
routinely provided at observation facilities in the Philippines included perineal support and a voice that does not 
require excessive effort during delivery. If perineal trauma occurs, in addition to instructing about keeping the affected 
area clean to prevent infection, an infrared light is used to dry and warm the area to promote healing.

［Conclusion］
Nursing professionals at observation facilities recognized support for perineal trauma prevention as important but not 
a priority. The report also suggested that support measures for preventing perineal trauma were provided based on 
what they learned experientially, and acquiring new knowledge through books, articles, and other sources will enhance 
effective support.

Ⅰ．緒言

フィリピンでは、合計特殊出生率が 1993 年の 4.1 から
2022年では1.9（PHILIPPINE STATISTICS AUTHORITY，
2022）と低下の一途をたどっているものの、妊産婦死亡
率は出生 10 万人当たり 78.0（unicef，2023a）と高い水準
にあり、妊産婦死亡につながる周産期リスクの低減は喫
緊の課題である。妊産婦死亡の主な原因として多量出血
や出産後の感染症などが報告されており（World Health 
Organization，2023）、これらの死亡原因につながる分娩
時損傷として会陰損傷がある。分娩時の会陰損傷には自
然に発生する会陰裂傷と、重度会陰裂傷の予防として外
科的に実施される会陰切開の 2 種類ある。これらの会陰
損傷は創部の感染に加え、血腫の形成や縫合不全など、
創部治癒過程における合併症が生じるリスクがある。フィ
リピンのある三次救急の病院では、無痛分娩を除く経腟
分娩の 80％以上に会陰損傷が生じている（Masuda, et al. 
2020）。また同研究によると医師は、初産婦の場合、重度
で複雑な複数の会陰裂傷が生じる可能性があると考え、
重度会陰裂傷の予防として 92.0％の初産婦に会陰切開を
慣例的に実践していたことが報告されている。しかし、
慣例的な会陰切開は選択的会陰切開と比較して重度会陰
裂傷が増加し、産後の回復を遅延させるため、ガイドラ
イン（NICE ガイドライン，2007）では推奨されていない。
さらに Goldberg, et al.（2003）は、白人、黒人、アジア
人種等の人種別で重度の会陰裂傷の発生の違いを明らか
にした結果、アジア人種が最も重度会陰裂傷が発生しや
すいと報告している。つまりアジア人種に含まれるフィ
リピン人女性は、他の人種に比べて重度の会陰裂傷発生
のリスクが高いと推察される。

会陰裂傷による動静や育児・授乳行動への支障は約 9

日間生じたことが報告されている（大久保ら，2000）。痛
みによる日常生活への支障が最も大きいのは産後直後で
あり、経日的に減少していくが（竹内ら，2013）、正常分
娩における産後入院期間は日本の 6 日（国民健康保険中
央会，2017）に比べてフィリピンでは 3 日（多文化医療サー
ビス研究会，2008）と短い。つまりフィリピンでは日本
と比べて会陰部の痛みの強い時期に自宅に戻ることにな
る。したがって日常生活や育児行動の妨げとなる会陰損
傷の支援として、会陰損傷の発生予防につながる支援や
会陰損傷発生後の創傷治癒を促進する支援は重要である。
しかし会陰損傷に対してどのようにフィリピンの看護職
が認識し、支援を実践しているのかを明らかにした研究
は見当たらない。フィリピン共和国のイロイロ市では各
バランガイ（最小行政区）に設置されているヘルスセン
ターがプライマリヘルスケアを提供しており、妊婦健診
等の産科医療を担っている施設もある。またフィリピン
では 2008 年の Maternal, Newborn and Child Health and 
Nutrition Strategy により自宅分娩が禁止され、妊産婦
や乳児死亡率を下げる取り組みを推進しており、その中
でもイロイロ市では 2019 年に 99.6％の女性が医療施設で
分娩をしている現状にある（Republic of the Philippines 
Department of Health WESTERN VISAYAS Center for 
Health Development，2020）。今回、フィリピンのイロ
イロ市の産科を有する施設を訪問し、勤務する看護職を
対象に会陰損傷予防に対しての認識や支援の実際につい
ての情報収集を行ったため、その結果を報告する。なお、
分娩の取り扱いのない施設においても妊婦健診や産後健
診、予防接種等で妊婦に会陰マッサージのセルフケア指
導や、会陰損傷発生後の褥婦への支援等を実施している
と考え、今回の視察対象とした。得られた知見は、会陰
損傷に関する支援の実践や、今後の研究への一資料とな
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ると考えた。

Ⅱ．方法

1．視察施設
フィリピン共和国イロイロ市の産科を有する施設（公

立病院、私立病院、ヘルスセンター、母子センター）計 6
施設である。
2．視察期間

2023 年 9 月 6 日～ 9 月 8 日
3．ヒアリング方法

ヒアリングは視察施設に勤務し、産科に携わる看護職
10 名を対象に行った。主なヒアリング内容は、分娩にお
ける会陰損傷予防に対しての認識や会陰損傷予防のため
に実践している支援等についてである。ヒアリングは大
学院で助産学を専攻している学生が英語にて行い、承諾
を得て聞き取り内容を IC レコーダーに録音した。録音し
たデータを逐語録とし、語られた内容の類似性から質的
に分析した。ヒアリングは 1 施設 15 分程度であった。
4．倫理的配慮

対象者に本調査の概要を口頭および文書にて説明した
上で、協力の同意は自由意思に基づくこと、辞退した場
合に不利益を被ることはないことを説明した。またデー
タの管理について、個人情報は適切に守られた上で論文
として公表することを説明し、同意を得た。

Ⅲ．結果

1．対象者の背景（表 1）
対象者の臨床経験年数は A ヘルスセンターでは 30 年の

助産師 /22 年の看護師、B 母子センターでは 29 年の助産
師 /13 年の助産師 /23 年の看護師 /13 年の看護師、C ヘ
ルスセンターでは 12 年の助産師、D ヘルスセンターでは
20 年の助産師、E 病院では 5 年の看護師、F 病院では 15
年の看護師であった。
2．施設の概要（表 1）
1）A ヘルスセンター

市内の 9 つの地区の 1 つを担当するヘルスセンターで

あり、18 のバランガイを担当している。この地区を担当
する看護師は 12 人おり、1 人の看護師が 2、3 カ所のバラ
ンガイを担当し、看護師では 10,000 対 1、助産師は 5,000
対 1 の割合で患者を担当している。分娩は取り扱ってお
らず、主に新生児の予防接種、カウンセリング、産前産
後の健診等を実施している。
2）B 母子センター

主に平日は妊婦健診を行い、24 時間体制で分娩の対応
をしている。看護師、助産師、アシスタント看護師が常
駐し、医師がいないため医療行為はしない。自由な体位
選択が難しい分娩台を使用し（付録 1）、分娩体位は仰臥
位のみで、2 ～ 4 経産婦の正常分娩を対応する。産後は回
復室で過ごし（付録 2）、異常がなければ産後 24 時間で退
院可能である。産後健診は取り扱っておらず、産後の母
親は同じバランガイにあるヘルスセンターを受診する。
3）C ヘルスセンター

イロイロ市内の地区の 1 つ、22 のバランガイを担当す
るヘルスセンターであり、分娩は取り扱っておらず主に
妊婦健診と予防接種を行っている。
4）D ヘルスセンター

イロイロ市内の地区の 1 つ、12 のバランガイを担当す
るヘルスセンターであり、主に妊婦健診とメンタルヘル
スのアフターケアを行っている。現在は分娩を取り扱っ
ていないが、今後分娩を取り扱う予定である。
5）E 病院

分娩を取り扱う病院であり、約 20 の診療科部門を有
する。分娩件数は月 40 ～ 50 件で、うち約半数が帝王切
開分娩である。妊婦健診で看護職が関わることがなく、
母親は分娩時が看護職との初対面となる。LDR（Labor 
Delivery Recovery）（付録 3）を有し、分娩から産後まで
家族と共に過ごすことができる。分娩体位は仰臥位のみ
であり、自然分娩では産後 48 時間で退院となる。
6）F 病院

分娩を取り扱う病院であり、約 20 以上の診療科部門、
全 300 床の病床を有する。フィリピンの公的医療保険に
加入している人は分娩費用が無料である。分娩体位は医
師が決定するが、多くは仰臥位である。産後は 24 時間で
退院となる。

表1　施設および対象者の概要

施設 分娩の可否 担当バランガイ数 主な業務 対象者経験年数

Aヘルスセンター 不可 新生児予防接種、カウンセリング、産前産後健診 助産師30年/看護師22年

B母子センター 可 妊婦健診、分娩対応 助産師29年,13年/看護師23年,13年

Cヘルスセンター 不可 妊婦健診、予防接種 助産師12年

Dヘルスセンター 不可 妊婦健診、メンタルヘルス支援 助産師20年

E病院 可 医療全般 看護師5年

F病院 可 医療全般 看護師15年
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3．看護職による会陰損傷予防の認識（表 2）
会陰損傷予防の重要性について、10 名のうち 7 名が「重

要である」と語っており、分娩を取り扱う施設に勤務す
る看護職に多かった。その理由として産後の回復が阻害
されることや、感染症発生の可能性を挙げていた。一方、

「重要である」と明言しなかった分娩を取り扱わない 3 名
の看護職は、その理由として、何か異常があれば医師へ
の相談や病院を紹介するためという声が挙げられた。ま
た、会陰損傷予防に関する知識や方法について、妊婦か
ら質問された経験がある看護職はいなかった。会陰損傷
予防に効果的な支援として、妊娠期における会陰マッサー
ジのセルフケアや分娩期の温罨法等の説明を行ったが、
関心を示さなかった。
4．会陰損傷予防のための支援（表 2）

会陰損傷予防のための支援について、妊娠期において
支援を実践していると語った看護職はいなかった。A ヘ
ルスセンターと D ヘルスセンターの看護職は、妊婦健診
時の教育は自分たちが行う必要はなく異常の有無を確認
して病院を紹介することが役割だと語っていた。分娩を
取り扱う施設での看護職は分娩時の会陰損傷予防支援と
して会陰保護やいきみの調整を実践しており、会陰損傷
を最小限にするために充分効果的な支援を実践している
と語っていた。また児が大きければ会陰損傷を予防でき
ないという語りもあった。
5．会陰損傷発生後の支援（表 2）

会陰損傷発生後の支援について、A ヘルスセンターと
D ヘルスセンターでは、褥婦が会陰損傷部の違和感や痛
みを訴えた場合は医師に伝えることや病院を紹介するた
め、自分たちでは何も対処しないと語っていた。また自
分たちのみで対処することで母親から、適切な対処をし
なかったと不平を言われることを避け、看護職自身で責
任を負いすぎないようにしているという考えをもってい
た。一方、B 母子センターおよび C ヘルスセンターの看
護職は、会陰損傷発生後には 1 日 3 回以上は腟洗浄剤を
使用して前から後ろに向けて洗うことや、処方された抗
生剤の内服を飲み終える必要性を指導していた。また E
病院と F 病院では患部を清潔に保つことの指導に加え、
患部を乾かし温めることによって治癒を早めるために、
患部に 1 日 2 回、1 回で 15 分程度赤外線ライト（付録 4）
を当てていた。

Ⅳ．考察

1．視察施設における看護職による会陰損傷予防の認識
視察施設における看護職による会陰損傷予防の認識に

ついて、分娩を取り扱わないヘルスセンターで勤務する
看護職は会陰損傷予防を重要であると明言しなかった。
会陰損傷について何か異常があれば自分自身で対処せず

付録1　B 母子センターの分娩室

付録2　B 母子センターの産後回復室

付録3　E 病院の個室分娩室
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付録4　会陰損傷部に照射する赤外線ライト

表2　聞き取り調査の結果

＊分娩取り扱い施設

病院を紹介

腟洗浄

腟洗浄、抗生剤

病院を紹介

施設 会陰損傷予防の認識 会陰損傷予防の支援 会陰損傷発生後の支援

実施せず

実施せず

会陰保護、いきみの調整

会陰保護F病院＊

Aヘルスセンター

B母子センター＊

Cヘルスセンター

Dヘルスセンター

重要でない

重要

重要

重要でない

重要E病院＊ 洗浄、赤外線ライト

洗浄、赤外線ライト重要

会陰保護

実施せず

にすぐに病院を紹介することが語られていることから、
会陰損傷予防の支援はヘルスセンターの役割の範囲外で
あると考えていることが推察される。フィリピンにおけ
るヘルスセンターの位置づけとして、プライマリヘルス
ケアを提供することを目的としており、視察施設におけ
る看護職は施設が担う役割を明確に区別していることが
考えられる。

一方で、分娩を取り扱う施設の看護職は重要であると
語っており、重要と考える理由として、産後の回復が阻
害されることや感染症の可能性を挙げていた。しかし会
陰損傷予防の効果的な方法について新たな知識を習得す
ることに関心を示さず、母親から会陰損傷予防について
質問された経験のある看護職はいなかった。会陰損傷予
防の優先度が低い理由の 1 つ目として、世界子供白書

（unicef，2023a；2023b）によると 2021 年のフィリピン
の妊産婦死亡率 78（10 万人出産当たりの人数）、新生児
死亡率 12（1,000 人出産当たりの人数）と世界的にみても
高く、児が安全に出生を迎えるのが当たり前ではない現
状が考えられる。そのため児が安全に出生することが優
先され、会陰損傷予防の優先度が低い傾向にあると考え

られる。2 つ目の理由として、看護職のマンパワー不足が
挙げられる。人口 1,000 人当たりの看護師及び助産師の数

（THE WORLD BANK，2018）では、日本が 11.9 人に比
べてフィリピンでは 4.9 と半分以下である。加えて 2022
年の出生数では、日本 77 万 747 人（厚生労働省，2022）
に比べてフィリピンでは 136 万 4,739 人（PHILIPPINE 
STATISTICS AUTHORITY，2023）と約 2 倍となって
いる。つまり看護職全体から産科への配属割合が同じだ
と仮定した場合、日本と比較したフィリピンの労働力は、
およそ 4 分の 1 であると推察され、看護職のマンパワー
不足も会陰損傷予防に対する優先度の低さに影響してい
ると考えられる。
2．会陰損傷予防のための支援

会陰損傷予防のための支援として妊娠期に支援を実践
している看護職はいなかった。一方で分娩を取り扱う施
設の看護職は、会陰損傷予防の分娩期の支援として会陰
保護やいきみの調整を実践しており、会陰損傷を最小限
にするために効果的な支援を実践しているという自信を
もっていた。しかし会陰損傷予防のための支援について、
看護師および助産師基礎教育課程で学んだ看護職はおら
ず、実践している会陰損傷予防の支援は分娩介助の経験
にて培われていた。

Mizrachi, et al.（2017）は、経験の豊富な助産師による
分娩介助では会陰裂傷の発生率が低下することを明らか
にしており、経験によって支援能力は向上すると考えら
れるため、経験による自信が高まっていると考えられる。
しかし、先行研究では分娩介助技術の他、妊娠期におけ
る会陰マッサージのセルフケア（Ugwu, et al. 2018）や
分娩期の温罨法（Asheim, et al. 2017）、入浴（Cluett, et 
al. 2018）など会陰損傷予防に有効な支援が報告されてい
る。これらの会陰損傷予防に効果的な支援について、今
回の対象者に説明をしたが既知の看護職はいなかったこ
とから、新たな知識を習得する機会は少ないと考えられ
る。長年に渡り会陰裂傷が発生するよりも会陰切開を施
した方が適切であるとされてきたが、NICE ガイドライン

（2007）にて会陰切開を慣例的にすべきではないとされた
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ように、ガイドラインやエビデンスは常に更新されてい
る。より新しい知識を取り入れることで、経験との相乗
効果により効果的な支援の強化に繋がると考える。
3．会陰損傷発生後支援

会陰損傷発生後の支援について、入院中は治癒を早め
るために、患部を赤外線ライトで照射し、患部を乾かし
ながら温めていた。創部は温めることで治癒が早まる

（Whitney, et al. 2003）ことから、温めることは適切な方
法である。しかし、創傷治癒においては湿潤環境が適切
とされている（立花，2016）。そのため、赤外線ライトを
照射する際には損傷部を湿潤に保てるように工夫した上
で実施することで、より効果的な治癒に適した環境を作
り出すことができると考える。

さらにセルフケアの方法として、処方された抗生剤の
内服を飲み終える必要性や、腟洗浄剤を使用して前から
後ろに向けて洗い患部を清潔に保つことについて教育し
ていた。視察施設では産後の入院日数が 24 時間から 48
時間と短かったことから、産後早期から母親自身で患部
をケアすることが重要である。また妊婦が破傷風の予防
接種を受けるように、衛生環境も十分ではなく感染症は
身近であるため、多くの看護職が語ったように感染症へ
の注意が必要である。フィリピンでは日本の生活環境と
異なり、ウォシュレット付きのトイレはほとんどなく、
トイレットペーパーが常備されていないこともあること
から、患部の清潔環境を保つことが難しい環境にある。
そのため腟洗浄剤を持ち歩き、意識的にこまめに洗浄す
る必要性を伝えていると考える。

Ⅴ．結論

会陰損傷予防の重要性について、分娩を取り扱う施設
に勤務する看護職は産後の回復や感染症の可能性から重
要であると語っていた。会陰損傷予防の支援では、妊娠
期は支援を実践しておらず、分娩時には会陰保護やいき
みの調整を実践しており、会陰損傷発生後には、患部の
清潔保持に関する指導に加え、患部に赤外線ライトを照
射していた。視察施設における看護職は会陰損傷予防の
ための支援を分娩介助の経験にて培っており、書籍や論
文等での新たな知識の習得により、効果的な支援の強化
に繋がることが示唆された。
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